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Newsletter   Citizen's eyes vol.36
2024 年 1月 28 日発行／ジャーナリズムを考える市民連絡会とやま　
連絡先☎ 090-4680-6336　https://civic-journalism.wixsite.com/mysite　　

今年の 9月がくれば、私たちの連絡会とやまも 5年目を迎える。この 5年の間に、様々な問題が生じ、そしてそれに付随したメ
デイア問題も同時に指摘されてきた。今年もどのような問題が生じそれに伴うメデイア問題が浮かび上がるのだろうか。（お）

大島俊夫

　雪もない暖冬の元旦の午後４時過ぎ、突然、能登半

島の北部沿岸地域を震源とする、「日本海側で起きる地

震としては最大級に近い」ℳ7.6 の大きな地震が襲った。

　地震の被害は甚大で 3週間で 200 人を超える方々が

亡くなり、倒壊家屋も数知れず。

原発・風下の心配

　原発が過酷事故となり大量の放射能が排出されれば、

冬の北西風に乗った放射性物質を含んだ空気の塊「プ

ルーム（放射性雲）」の影響から逃れることが難しい、

隣接県とはいえ原発の風下地域の人間にとっては、何

よりも心配なのは地震による原発事故だ。しかも今回

の地震で震度 7を記録したのが志賀原発から 12キロし

か離れていない志賀町で、揺れの強さを示す加速度が

2825.8 ガル。1号機の原子炉建屋地下 2階で震度 5強

相当の揺れがあり、揺れの強さを示す加速度は水平方

向で 336.4 ガル、鉛直方向で 329.9 ガルと 1月 2日北

電が発表したが、安定した岩盤と直結した地下の揺れ

は小さくなり、その数値は広報用の地震計の数値でな

いかという話も原発に詳しい人から聞いた。当原発の

耐震性である基準地震動1000ガルだが、大丈夫なのか。

志賀原発関連のニュース

　この間に、新聞、テレビやネットで伝えた今回の地

震が与えた志賀原発関連の主なトラブルは以下の通り。

　・変圧器の配管破損。絶縁・冷却用油が 19800㍑漏れ。

変圧器の碍子故障で一時一部で外部電源利用できず。

　・使用済み核燃料数百本が冷却されているプールで

放射性物質を含む水が床面にあふれ出る。

　・モニタリングポスト 18台使用不可、また地震によ

り、地割れ隆起、土砂崩れが生じ、陸路／海路の避難ルー

トが機能せず、原子力防災の要の避難計画が破綻　

それぞれの問題に潜むメデイア問題

　・地震の揺れの加速度が設計上の想定を一部で上回っ

ていたことが明らかに。

　・志賀原発の北 9キロにある富来川南岸断層のずれ

やたわみが 3キロ以上続いているのが見つかった。　

1 月 18 日の原子力市民委員会主催の緊急シンポ

　能登半島地震とそのことによって生じた志賀原発の

各トラブルをどのようにとらえるか、参考になるオン

ライン緊急シンポが 18日に開かれた。原発問題、地震・

活断層問題、原子力防災の専門家に加え、能登で反原

発運動をしてきた方を交えた市民原子力委員会主催の

シンポだ。動画記録はネットでも見れるので（注1）ぜひ

見てほしい。（「シンポの趣旨」として示されたものを

次ページに載せました。）

予測できない大地震と原発の危険

　日本は地球の地震の約 1割を発生している地震大国

だ。ところが日本は原発が停止中を含めて 54基ある

原発大国。その多くの原発の周辺に活断層が指摘され、

立地審査においては活断層が過小評価されてきた。日

本の原発はそんな地震リスクを抱えた「地震付き原発」
（注２) なのだ。

　シンポでの後藤政志さんの発言「原発の耐震設計は

地割れや隆起は考慮していない」や、北野進さんの志

賀原発周辺の 13の断層の説明、それに加えその志賀原

発を挟む兜岩沖断層と福浦断層が地下で逆断層になっ

ており、志賀原発がその上に載っているという話は、

改めて停止中の志賀原発の危険性を痛感した。

　福島原発震災の時に、メデイアも原子力村の一角を

占めていたと批判された。二度目の原発震災を生じさ

せない、「原発」への報道機関の批判と監視は、私たち

市民の要望であり期待だ。

１月１日の能登半島大地震ℳ7.6 と志賀原発

（注 1）1/18 の緊急シンポジウム　https://youtu.be/kPo0b1m7Llw （注２) 出典「原発を終わらせる」（岩波新書 127 頁 7行）
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2024 年 1 月の能登半島地震を受けて

2024 年 1 月 18 日原子力市民委員会

1．最大震度 7（珠洲市、志賀町等）の地震、最大 5.1 メートル（志賀町）の津波が観測されたことに加え、能登

半島北部で最大 4メートルの地盤（海岸）隆起が確認された。今回の地震では、約 150 キロにおよぶ活断層がず

れ動いたとみられている。事業者（北陸電力）による活断層評価は過小評価であった。また、仮に事前に予測し

えたとしても、数メートルに及ぶ地盤の隆起や変位を原発の安全設計に組み込むことは不可能である。1※

2．志賀原発が立地する志賀町では最大震度 7、事業者（北陸電力）によれば志賀原発で震度 5弱が観測された。

志賀原発は地震に加えて津波の襲来を受けた。原発敷地内では外部電源の一部喪失、変圧器の故障（油漏れ）、使

用済核燃料プールの水の飛散、地盤沈下等が発生した。変圧器の故障による外部電源喪失は原子力規制委員会も

事業者も予測できなかった。外部電源喪失は、原発の冷却機能喪失につながりかねない重大なトラブルである。2※

3．志賀原発外部に設置されているモニタリングポスト 18箇所が使用不可能（欠測）状態に陥った。現状のモニ

タリング体制が極めて脆弱であることは明らかである。このような事態に陥ることを原子力規制委員会や内閣府、

県市町は予測していなかった。3※

4．主要道路が寸断され、港が使用不能になるなど社会インフラが機能不全に陥った。このことは原発震災時の避

難が不可能であること、事故発生時に機材・人員の増強が不可能であることを示した。このような事態に陥るこ

とを原子力規制委員会も事業者も県市町も考えず、対策を怠ってきた。4※

5．地震発生直後、事業者である北陸電力は、志賀原発の状況に関する正確で的確な情報を発信できなかった。また、

原子力規制委員会は、事業者の危機対応能力を厳しく評価せず、このような事態に陥ることを許してしまった 2。

6．原子力災害対策指針とそれに基づく地域防災計画（都道府県・市町村）が全く効果のないものであることが事

実をもって明らかとなった。すなわち、震災時に屋内退避ができないこと、避難先への移動ができないことが判

明した 3。震災時に避難ができないことは、原子力市民委員会を含め諸団体がかねてから指摘していた。近年で

は水戸地裁判決（2021 年 3月 18日）で「段階的避難等の防護措置が実現可能な計画及びこれを実行し得る体制

が整っていなければならない」とされ、日本原電東海第二原発の運転が禁じられた。しかしながら、原子力規制

委員会も内閣府も事業者も県市町もこのことを無視してきた。

　以上のことから、規制基準の内容や対策が十全であるどころか、原子力規制委員会や事業者に、原子力災害に

対して真摯に対応する姿勢も、実際に対応する能力も無いことは明白である。また、それ以上に、「将来起こりう

る最大規模」の自然現象を予測し、原発の安全性を確保することが本質的にできないことも事実として明らかと

なった。原子力基本法は「原子力施設の安全性を確保することを前提」としている。しかし、その前提は存在し

ていない。福島第一原発事故発生直後、当時の菅直人首相は、中部電力浜岡原発の運転停止を要請し、中部電力

もこれに応えた。日本が世界にもまれな地震・自然災害大国であること、現行の規制基準に重大な欠陥があること、

地域住民にとって最後の砦である避難体制に実効性がないことから、現在稼働している全ての原発を直ちに停止

させるべきである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

1※　今後の詳細な調査により、より正確な情報が得られるものと考えられる。

2※　北陸電力が地震発生後に適切に対処していたかどうかは、現時点ではわからない。原子力規制委員会および事業者とは独立した

第三者による検証が不可欠である。

3※　例えば、志賀町の避難先は能登町と白山市である。能登町は志賀町と同じく震災被害に遭った。また、事故時の避難ルートとし

て利用されるはずの道路が寸断されており、白山市には避難不可能であった。

4※　原子力市民委員会（2022）『原発ゼロ社会への道 2022 年版』p.175

　　　　　　原子力市民委員会サイトから「１月１８日シンポジウムの趣旨」を転載した。
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《コラム》沖縄のいま（27）

日米の軍事植民地主義に抗う沖縄 
    沖縄の人々を支持する世界の声 　　    

暖かい沖縄で避難生活を　能登半島地震被災者へ
　1 月 12 日、沖縄県は市町村や民間とも連携して、能
登半島地震被災者の受け入れと個人負担の軽減を発表

した。本土～那覇空港間の航空運賃往復費用全額と宿

泊費 1日 7千円を上限に 30日間の経費を負担する。約

300 人程度を想定している。

　また、住宅を失った被災者を対象に 6か月間（最大 1

年間）県営住宅の提供もする。家賃は免除、敷金は徴収

しないが光熱水費、共益費、駐車場使用料、退去時の修

繕費用等については自己負担。暖かい沖縄で困難な避難

生活を少しでも和らげてほしい、長い歴史の中で、培わ

れた県民の相互扶助の精神だと記している。詳細は沖縄

県のHPを参照。

沖縄に振り下ろされた政府の鞭
　その沖縄に政府の鞭が振り下ろされた。1月 10 日、
国は大浦湾の埋め立て工事着工を強行した。

　　　　　　2024 年 1 月 11 日琉球新報 1 面

　工事強行に至る昨年 12 月 20 日、辺野古代執行訴訟
判決で福岡高裁那覇支部（三浦隆志裁判長）は、沖縄県

知事に 12月 25日までに設計変更を承認せよと命じた。

判決主文は国土交通大臣の主張をそのまま認めるもの

だった。

小原　悦子

　代執行の 3要件について、9月 4日の最高裁判決を
是認し、判決に従わない沖縄県の対応は法令に違反す

るとした（法令違反等の要件）。沖縄県知事の不承認

の意志は強固であるから、他の方法では法定受託事務

である設計変更承認を適正に執行することはできない

（補充性の要件）とも結論した。また、普天間飛行場

の危険性除去について、辺野古埋め立て事業が遅延す

ることは社会「公益」を侵害する（公益侵害の要件）

として、「県民の民意こそが公益だ」との知事の主張

を退けた。

　その上で、付言として「沖縄県民の心情も十分に理

解できる」と述べ、普天間飛行場の代替施設を巡る一

連の問題に関しては、国と県と対話を重ねることを通

じて解決を図ることが望まれる、などと主文とは全く

逆なことを付け加えた。わざわざ付言をするならば、

なぜ、それを判決主文で述べないのか。沖縄県民に鞭

を振り下ろした後で、飴一つあげるよ、と言っている

ようなものだ。沖縄を愚弄するものでしかない。

　玉城知事は、あくまでも県民の民意が公益だとして、

承認することなく、27日に最高裁に上告した。ただ、

上告は工事をすぐに止める手立てにはならない。

　そして 28 日、国土交通大臣は沖縄県知事の権限を

奪って、沖縄防衛局の設計変更申請を自ら承認した。

国の申請に対して国が承認する。茶番でしかない。

「沖縄は日米両政府の植民地ですか」
　大田県政の代理署名訴訟の時に県側の弁護団の事務
局長だった池宮城紀夫弁護士は、「沖縄は日米両政府

の植民地ですか。民意をずっと踏みにじっている。あ

からさまな沖縄に対する差別的行為は許せない」と憤

り、「国が決めたことはしょうがないとなれば、民主

主義そのものが破壊されていく」と危機感を訴えた。

沖縄では市民や識者らから同様の言葉があちこちから

上がった。
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　オリバー・ストーン氏らは 2014 年 1月にも、「私た

ちは沖縄県内の新基地建設に反対し、平和と尊厳、人

権と環境保護のためにたたかう沖縄の人々を支持しま

す」との声明を出している。この時は、「普天間基地は　　

そもそも 1945 年の沖縄戦のさ中、米軍が本土決戦に

備え、住民の土地を奪って作りました。終戦後返され

るべきであったのに、戦後 70 年近くたっても米軍は

保持したままです。したがって、返還に条件がつくこ

とは本来的に許されないことなのです」と述べ、普天

間基地は無条件に即時返還されるべきだとの認識を示

した。

　そして今回は、「辺野古への基地建設計画は 1960 年

代から存在していた」と述べ、「沖縄の自己決定権、民

主主義、自治権を支持する私たち署名者は、第二次世

界大戦以来、米日の事実上の軍事植民地とされている

沖縄の、さらなる軍事化を拒否する沖縄の人々への支

持を、ここに新たに表明する」と謳っている。沖縄へ

の基地集中は日米両政府の沖縄に対する植民地主義で

あることを明言した。

　パレスチナの人々へのイスラエルの植民地主義、ジェ

ノサイド、民族浄化は不当極まりないものだ。私には、

沖縄の人々が挙げる日本政府への抗議の声がイスラエ

ルの暴虐に抗うパレスチナの人々の声と重なって聞こ

える。

最初から歪められた辺野古裁判
　さすがに全国のメディアも地方自治法改正後初の代
執行を大きく報じた。しかし、代執行に至る積み重な

る裁判における司法の独立性を検証する記事は、沖縄

のメディア以外はほとんどなかった。

　当初から、一連の裁判は歪められている。沖縄防衛

局の設計変更承認申請を沖縄県知事が不承認としたか

らとて、防衛局は国土交通大臣に行政不服審査を請求

した。本来、国民の権利・利益が行政によって侵害さ

れた際に、その救済を求めて国民が申請するのが行政

不服審査請求だ。国の機関である沖縄防衛局が不服審

査請求できるはずがない。それを司法は正当に審議す

ることなく容認してしまった。間違った容認の上に偽

りの裁判と判決が積み重なっていった。その果てが、

12月 28 日の代執行だ。沖縄県が「これは沖縄の問題

ではなく地方自治の問題だ」と何度も繰り返す理由を

全国の市民は気づくべきだ。そのためにはメディアの

報道が求められる。

それでも、沖縄は孤立していない
　1 月、映画監督のオリバー・ストーン氏や言語学者
のノーム・チョムスキー氏ら世界の識者 400 名以上が

辺野古新基地建設を中止するよう求める国際声明「米

国と日本は沖縄の軍事植民地支配をやめよ」を発表し

た。

やっと出た、ＩＣＪジェノサイド防止命令
　今年の１月 22日、昨年 10月 7日のハマースのイ
スラエルへのロケット攻撃から始まったイスラエルの
ガザ攻撃によるパレスチナ側の死者は 52.000 人を超
えたというニュースが伝わった。前号のニュース 35
号で、岡真理さんの指摘を借りて、イスラエルのガザ
攻撃によるジェノサイド（集団殺害）が国際世論が見
ている中で行われている異常さについて触れたが、１
月 26日国際司法裁判所（ICJ）が、ガザ地区への攻撃
を続けるイスラエルに対し、ジェノサイド行為の防止
命令を出した。
　それにしても、なぜ、平然とイスラエルはガザへの
ジェノサイド攻撃を行うのか。　
テロとの戦争　※
　イスラエルの行っている「戦争」はどうやら「テロ
との戦争」というとらえ方で理解できそうだ。
・国家が軍事力行使を独占し、他のあらゆる勢力の武
力行使一切の合法性を奪う。例えば不法な占領、民族

自決のための抵抗・闘争は国際法上の正当な抵抗権と
は認めず、全ての抵抗はテロとして制圧の対象になる。
・国家による一方的な破壊や殺戮が正当化し、その責
任から国家は免責。
・各国のメデイアはこの秩序側に立って報道
・9.11 以後のアメリカが行ったアフガニスタン報復戦
争等の「テロとの戦争」が例
・2000 年の第二次インティファーダへの過剰な報復
攻撃など、原型をイスラエルが作りアメリカが広めた。
　2014 年のイスラエル軍の 7月～ 8月にかけてのガ
ザ侵攻 51日間戦争で大量爆撃を受け 2千人以上のガ
ザ市民が死んだ。この際もジェノサイドと批判された
が、怖ろしいのは、イスラエル社会の 95％がその 51
日間戦争・攻撃を賛成していたという事実だ。
　今後も、パレスチナ・イスラエル紛争において、メ
デイアが流す情報のみにとらわれない視点を少しでも
紹介できればと思う。　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（大島俊夫）

イスラエルのガザ攻撃と「テロとの戦争」

※　現代思想 2014 年 11 月号特集「戦争の正体」の中の討議『非戦争化する戦争』や、「テロルとの戦争」（西谷修　著）を参考にした。


